
平平成成２２７７年年度度

越越谷谷市市財財務務書書類類

◇◇基基準準モモデデルル
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越谷市の財務書類（平成２７年度決算） 

１．はじめに 

平成１８年６月に施行した｢簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法

律｣を契機に、地方公共団体の資産・債務改革の一環として「新地方公会計制度の整備」が位置

付けられました。これにより、「新地方公会計制度研究会報告書」（平成18 年 5 月総務省）で

示された「基準モデル」または「総務省方式改訂モデル」のどちらかを採用して、地方公共団体

単体ベース及び関係団体等も含む連結ベースでの４つの財務書類を平成２１年度までに整備す

ることが求められました。 

本市では、平成２０年度決算からバランスシートをはじめ全ての財務書類に「基準モデル」の

概念を取り入れ作成しており、平成２７年度決算につきましても、昨年度に引き続き「基準モデ

ル」に基づき財務書類を作成いたしましたので、公表いたします。 

【基準モデル及び総務省方式改訂モデルの特徴】 

（１）基準モデル 

民間企業会計の考え方と会計実務を取り入れ、歳入歳出データを発生主義に基づき複式仕

訳を行い、また保有するすべての資産を公正価値（時価）により評価します。 

（２）総務省方式改訂モデル 

資産の保有状況などについて、既存の決算統計等を活用して簡易的に数値を算定すること

が認められているモデルです。 

※基準モデルは歳入歳出決算書を作成する基となる歳入・歳出データから複式仕訳を行い、資

産評価も一件一件台帳整備を行うことを原則とするモデルです。基準モデルに基づく財務書類

の数値は、全て伝票や台帳にまでさかのぼって検証可能なものであるのに対し、総務省方式改

訂モデルの数値は原則として決算統計の数値を組み替えたものであるため、数値の基礎には重

要な差異が含まれることとなります。
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【４つの財務書類】 

（１）貸借対照表（バランスシート） 

年度末時点における資産、負債、純資産の残高を示すものです。 

（２）行政コスト計算書 

当該年度における行政活動に伴うコストとその財源となる使用料・手数料等の収入を示す

ものです。 

（３）純資産変動計算書 

当該年度における純資産及びその内部構成の変動を示すものです。 

（４）資金収支計算書（キャッシュフロー計算書） 

当該年度における資金の支出と収入を示すものです。 

２．対象となる会計の範囲、作成基準など 

公表した４つの財務書類は、一般会計に特別会計をあわせた「単体ベース」と、それに本市

が関係する財団法人等を加えた「連結ベース」の２つの区分で作成しています。 

作成基準日･･･平成２８年３月３１日 

・一般会計及び特別会計における出納整理期間（平成２８年４月１日から５月３１日まで）の入

出金については、作成基準日までに終了したものとして処理しています。 

・企業会計及び関係団体における未収金・未払金のうち、一般会計及び特別会計と出納整理期間

に取引があったものは、作成基準日までに入出金されたものとして処理しています。 

③【連結会計】

②【単体会計】

①【普通会計】

公共用地先行取得特別会計

西大袋土地区画整理特別会計

東越谷土地区画整理特別会計

越谷市施設管理公社

七左第一土地区画整理特別会計

越谷コミュニティプラザ（株）

越谷市土地開発公社

介護保険特別会計

国民健康保険特別会計
（株）埼玉県東部流通センター

一般会計

後期高齢者医療特別会計

埼玉県市町村総合事務組合

埼玉県後期高齢者医療広域連合

東埼玉資源環境組合会計

彩の国さいたま人づくり広域連合

越谷・松伏水道企業団

埼玉県都市競艇組合

病院事業会計

公共下水道特別会計

母子父子寡婦福祉資金貸付金特別会計
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連 結 編
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４つの財務書類（連結ベース） 

以下、連結ベースによる４つの財務書類について、平成２６年度決算との比較を含めて掲

載・解説をいたします。 

（１）平成２７年度連結貸借対照表（バランスシート） 

現行の会計方式は、一会計年度の資金の流れ（フロー）を中心としているため、資産や負

債などのストックに関する情報がわかりにくくなっています。 

そこで、民間企業会計の手法を用いたバランスシートを作成することにより､税金の投入

等で整備された資産の状況や､その資産形成の財源である負債、純資産の状況等を把握する

ことができます。 

① 資産の部 

資産の部は、金融資産と非金融資産に区分されます。 

（イ）金融資産 

金融資産には、前期の残高として捉える繰越金などの資金（現金）や税等未収金、有

価証券、地方自治体の外郭団体への出資金や貸付金、長期運用目的の基金などが該当し

ます。税等の回収不能見込額は、貸倒引当金としてマイナス計上します。 

（ロ）非金融資産 

非金融資産には、住民サービスを提供するために地方自治体が保有する固定資産が計

上され、市庁舎や保育所、学校、社会福祉施設などの事業用資産と、道路や公園、上下

水道などのインフラ資産に区分されます。 

② 負債の部 

負債の部は、流動負債と非流動負債に区分されます。 

（イ）流動負債 

流動負債は、翌年度に償還（返済）される地方債（市債）や、ＰＦＩ等で取得した資

産のうち翌年度に支払う予定の未払金、職員の賞与支払いに備える賞与引当金などが該

当します。 

（ロ）非流動負債 

非流動負債は、地方自治体が長期的（翌々年度以降）に負う債務で、次世代の負担と

なる地方債（市債）、ＰＦＩ等で取得した資産に係る債務、職員の退職給付に備える退職

給付引当金などが該当します。 

③ 純資産の部 

純資産の部は、資産と負債の差額（純資産）です。純資産の増減が意味するのは、例えば

純資産が減少した場合、現役世代が将来世代にとっても利用可能であった資源を消費して便

益を受ける一方で、将来世代にその分の負担を先送りしたことを意味し、逆に純資産が増加

した場合は、現役世代が自らの負担によって、将来世代も利用可能な資源を蓄積し将来世代

の負担が軽減されたことを意味します。 
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【平成２７年度連結貸借対照表】 
単位：千円

H26決算 H27決算 増減 H26決算 H27決算 増減
48,493,632 50,049,541 1,555,909 １．流動負債 20,009,259 16,699,855 ▲ 3,309,404

（１）資金 16,367,669 18,187,150 1,819,481 （１）未払金 2,428,391 1,492,083 ▲ 936,308
（２）債権 8,233,198 8,126,323 ▲ 106,875   （２）賞与引当金計 1,147,873 1,244,790 96,917
　　①未収金 7,737,042 7,626,524 ▲ 110,518 12,559,435 12,488,287 ▲ 71,148
　　②貸付金 1,091,730 1,078,289 ▲ 13,441 0
　　③その他の債権 17,796 20,680 2,884 （４）短期借入金 2,915,272 666,998 ▲ 2,248,274
　　④貸倒引当金 ▲ 613,370 ▲ 599,170 14,200 （５）その他 958,288 807,697 ▲ 150,591
（３）有価証券 1,118,599 321,027 ▲ 797,572 0
（４）投資等 22,774,167 23,415,041 640,874 0
　　①出資金 1,810,850 1,889,226 78,376 0
　　②基金・積立金 20,399,797 20,972,490 572,693 ２．非流動負債 174,550,281 173,009,655 ▲ 1,540,626
　　③その他 563,520 553,326 ▲ 10,194 （１）地方債 122,930,776 122,039,907 ▲ 890,869

（２）借入金 12,480,078 12,983,957 503,879
644,202,116 640,787,417 ▲ 3,414,699 （３）退職給付引当金 18,542,642 17,978,400 ▲ 564,242

（１）事業用資産 177,162,318 171,727,911 ▲ 5,434,407 （４）その他 20,596,785 20,007,392 ▲ 589,393
　　①土地 76,753,542 75,191,881 ▲ 1,561,661 0
　　②建物 74,785,526 72,274,327 ▲ 2,511,199 0
　　③その他 25,623,249 24,261,702 ▲ 1,361,547 0
（２）インフラ資産 467,037,615 469,057,630 2,020,015 194,559,540 189,709,510 ▲ 4,850,030
　　①用地 213,111,969 215,606,955 2,494,986
　　②施設 242,982,886 241,749,334 ▲ 1,233,552
　　③その他 10,942,760 11,701,340 758,580
（３）繰延資産 2,183 1,875 ▲ 308

692,695,749 690,836,958 ▲ 1,858,791 682,892,247 690,836,958 7,944,711

2,991,239501,127,448

資産合計 負債及び純資産合計

   純資産合計 498,136,209

１．金融資産

２．非金融資産

資産の部

（３）翌年度償還
　　 予定地方債

負債合計
純資産の部

負債の部

※ 記載金額は表示単位未満を四捨五入して表示しているため、合計と一致しない場合があります。 

●市民1人あたり（人口 H２６：３３４，６９３人  H２７：３３７，１８１人） 

【H２６決算】 【H２７決算】 

【バランスシートからわかること】連結ベース 

①資産について 

資産は、市政運営の資源として用いられ、将来にわたり行政サービスを提供するために使用さ

れるものです。 

本市の連結ベースでのH２７年度末総資産額は６，９０８億円、市民１人あたりに換算すると

２０４万９千円となっております。内訳を見ますと、全体の多くを占めているのが非金融資産（固

定資産）で、総額６，４０８億円となっています。その内訳は、学校、文化施設などの事業用資

負　債

50.6万円

純資産
128.5万円

資　産

179.1万円

負　債
50.6万円

純資産
128.5万円

資　産
179.1万円207.0 万円 

（100%） 

58.1 万円 

（28.1%） 

148.8 万円 

（71.9%）

204.9 万円 

（100%） 

56.3万円 

（27.5%） 

148.6 万円 

（72.5%）
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産が１，７１７億円、道路や橋梁などのインフラ資産が４，６９１億円となっています。 

平成2６年度決算と比べて、金融資産は繰越金や基金残高の増加などにより、約１６億円増加

しましたが、非金融資産（固定資産）は約３４億円減少したため、資産全体では約１９億円の減

となりました。資産の減の主な要因としては、インフラ資産の「用地」において約２５億円増加

しましたが、事業用資産の「土地」で、旧みのり学園用地の売却などにより約１６億円、事業用

資産の「建物」で減価償却が進んだことなどにより約２５億円減少したことが主な要因です。 

②負債について 

負債は、地方債など将来において支払いの必要があり将来の世代が負担することになる「非流

動負債」と、リース債務のうち翌年度に支払う債務である未払金など短期間のうちに支払期限が

到来する「流動負債」に区分されます。 

本市の負債は総額１，８９７億円となっており、資産全体の２７．５％を占めています。また、

市民１人あたりの負債額は５６万３千円となっています。なお、負債総額のうち、地方債残高（非

流動負債の地方債＋流動負債の翌年度償還予定地方債）は１，３４５億円で、このうち地方交付

税で措置される額が約７６２億円あることから、実質的な地方債残高は約５８３億円となってい

ます。 

 平成２６年度決算と比較しますと、平成２７年度は主に地方債の残高が約１０億円減少、病院

事業会計や越谷・松伏水道企業団などの未払金及び未払い費用が約９億円減少、越谷市土地開発

公社の短期・長期借入金が１５億円減少したことなどにより、負債総額は約４９億円減少となり

ました。その結果、資産総額に対する負債の割合は、平成２６年度の２８．１％に比べて２７．

５％と、０．６ポイント減少しました。 

④ 純資産について 

純資産の総額は５，０１１億円、市民１人あたりでは１４８万６千円となっており、資産全体

の７２．５％を占めております。 

平成２６年度決算と比較しますと、平成２７年度は負債が減少したことなどに伴い約３０億円

の増加となりました。資産総額に対する純資産の割合は、平成２６年度の７１．９％に比べて 

７２．５％と、０．６ポイント増加しました。
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（２）平成２７年度連結行政コスト計算書 

地方公共団体の活動には、資産の形成につながる道路や公園、学校等の公共施設の整備な

どのほか、資産の形成につながらない社会保障やごみ処理などの行政サービスがあります。 

行政コスト計算書は、この資産形成につながらない行政サービスの提供に要するコストと

それらに充当する使用料・手数料等の収入を示したものであり、本市の行政活動の内容を把

握することができます。 

◎コストの区分

職員給与や議員報酬、退職給付引当金繰入など。

備品や消耗品の購入費、減価償却費（社会資本の経年劣化に伴う
減少額）、施設の維持補修にかかる経費など。

業務等委託費や地方債償還の利子など。

補助金や児童手当、生活保護費等の社会保障経費など。２ 移転支出

１ 経常業務費用

　（１）人件費 

　（２）物件費

　（３）経費等 

【平成２７年度連結行政コスト計算書】

単位：千円
H26決算 H27決算 増減
171,240,258 186,147,788 14,907,530

１．経常業務費用 108,070,584 118,069,845 9,999,261
（１）人件費 24,699,984 25,438,412 738,428
①人件費（給与、職員手当） 10,638,327 10,847,749 209,422
②退職給付費 ▲ 440,082 ▲ 693,850 ▲ 253,768
③その他（共済費、報酬、賃金など） 14,501,738 15,284,512 782,774

（２）物件費 19,327,285 22,159,906 2,832,621
            退職給付費用①消耗品費 5,207,312 7,981,953 2,774,641
            その②維持補修費 1,984,756 2,000,951 16,195
            消耗品費③減価償却費（事業用資産分） 3,903,806 4,186,433 282,627
            維持補修費④その他（修繕以外の需要費、役務費） 8,231,411 7,990,569 ▲ 240,842
            減価償却費（３）経費等 64,043,315 70,471,529 6,428,214
            その①委託費 13,369,147 14,201,290 832,143
         ③②公債費（利子分） 2,309,365 2,107,040 ▲ 202,325
            業務費③その他（賃借料、企業債借入金支払利息など） 48,364,803 54,163,198 5,798,395
２．移転支出 63,169,674 68,077,943 4,908,269
            貸倒引当金繰入（１）補助金等移転支出（補助金、交付金など） 12,248,492 12,226,515 ▲ 21,977
            その（２）社会保障給付費（扶助費） 43,488,353 47,670,412 4,182,059
         ④（３）その他（繰出金、公課費） 7,432,829 8,181,016 748,187

34,114,275 36,063,085 1,948,810
137,125,983 150,084,703 12,958,720

経常収益（使用料、手数料、諸収入の一部など）
純経常行政コスト[経常費用-経常収益]

経常費用

※ 記載金額は表示単位未満を四捨五入して表示しているため、合計と一致しない場合があります。 
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【行政コスト計算書からわかること】連結ベース 

「経常費用」（行政コスト）は１，８６１億円、市民１人あたりでは５５万２千円となって

います。H２６年度決算に比べて、約１４９億円増加しました。これは主に、経常業務費用の

うち人件費が、中核市移行に伴う職員の増加などに伴い約７億円の増加となり、経費等が、国

民健康保険特別会計及び介護保険特別会計の給付費の増加などにより約６４億円の増加とな

ったことが要因です。さらに、移転支出のうち社会保障給付費が主に扶助費などの給付費の増

加により約４２億円の増加となったことも要因として挙げられます。 

一方、行政サービスを利用する対価として市民が負担する使用料・手数料などの「経常収益」

は３６１億円、市民１人あたりでは１０万７千円となりました。H２６年度決算に比べて、約

１９億円の増となりましたが、主に中核市移行に伴う保健所に係る使用料等が増加したことな

どにより、経常収益が増加したことによるものです。 

行政コストから経常収益を差し引いた「純経常行政コスト」は、上記の理由から平成２６年

度決算に比べ約１３０億円増の１，５０１億円となり、不足分は市税や地方交付税などの一般

財源や国・県補助金などで補っています。 

（３）平成２７年度連結純資産変動計算書 

  純資産変動計算書は、地方公共団体が負担したコストのうち、住民などの直接的なサービス

利用者の負担ではまかないきれなかった部分を、国からの補助金や住民税などの税金でまかな

えているかを示す報告書です。純資産変動計算書の差引きがプラスであれば貸借対照表におけ

る純資産の増加、つまり将来世代に資産を残した（負担を軽減した）ことを意味し、逆にマイ

ナスであれば、貸借対照表における純資産の減少、つまり資産を食いつぶした（将来の負担を

増やした）ことを意味します。 

  純資産変動計算書は、期首純資産残高（＝前期末貸借対照表の純資産）に、当期の行政コス

ト計算書から算定した純経常行政コストを差引きし、財源調達である市税、地方交付税、補助

金などを加算し、さらに保有する資産の評価替えから生じる評価差額などを加算して、期末純

資産残高を求めます。なお、期末純資産残高は、当期末貸借対照表の純資産の金額と一致しま

す。 
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行政コスト計算書に計上されない財源の流出入を示す。

（１）財源の使途 市税や国・県補助金などを使用した経費。

（２）財源の調達 調達した財源の種類。

財源を将来世代も利用可能な固定資産や長期金融資産にど
の程度使用したかを示す。

（１）固定資産の変動
当該年度に学校、道路などの社会資本を取得した額と過去
に取得した社会資本の経年劣化等に伴う減少額との差額。

（２）長期金融資産の変動
基金、貸付金、出資金など長期金融資産の当該年度におけ
る増減。

（３）評価・換算差額等の変動
固定資産や金融資産の当該年度に発生した評価益と評価損
との差額。

財源、資産形成充当財源の変動以外の変動を示す。

１ 財源の変動

２ 資産形成充当財源の変動

３ その他の純資産の変動

●変動要因の区分

【平成２７年度連結純資産変動計算書】 

単位：千円
H26決算 H27決算 増減
501,766,464 498,136,209 ▲ 3,630,255

１．財源変動の部 8,544,355 5,167,871 ▲ 3,376,484
（１）財源の使途 ▲ 164,422,489 ▲ 174,035,966 ▲ 9,613,477
①純経常行政コスト（行政コストの財源不足分） ▲ 137,125,983 ▲ 150,084,703 ▲ 12,958,720
②固定資産形成（固定資産（有償取得分）） ▲ 13,418,980 ▲ 12,047,306 1,371,674
③長期金融資産形成（貸付金、基金、積立金） ▲ 3,047,299 ▲ 2,701,432 345,867
④その他（減価償却費（インフラ資産分）など） ▲ 10,830,227 ▲ 9,202,525 1,627,702

（２）財源の調達 172,966,845 179,203,837 6,236,992
            退職給付費用①税収（地方税、地方譲与税など） 51,277,363 53,764,686 2,487,323
            その②補助金等移転収入（国・県支出金など） 45,733,606 49,819,412 4,085,806
            維持補修費 75,955,875 75,619,740 ▲ 336,135

２．資産形成充当財源変動の部 23,686,225 7,456,553 ▲ 16,229,672
（１）固定資産の変動（固定資産形成-減価償却費） 11,787,602 7,876,760 ▲ 3,910,842

324,410 ▲ 152,783 ▲ 477,193

            業務費 11,574,213 ▲ 267,424 ▲ 11,841,637

３．その他純資産変動の部 ▲ 35,860,836 ▲ 9,633,185 26,227,651
            貸倒引当金繰入（１）その他の純資産の変動 ▲ 35,860,836 ▲ 9,633,185 26,227,651

▲ 3,630,256 2,991,239 6,621,495
498,136,209 501,127,448 2,991,239

当期変動額
期末純資産残高

期首純資産残高

③その他（保険料、資産売却収入、貸付金等長
期金融資産償還金(元金）など）

（２）長期資産変動の分（長期金融資産形成-長期金
融資産償還収入）
（３）評価・換算差額等の変動（有価証券、土地等再
評価による減少分）

※ 記載金額は表示単位未満を四捨五入して表示しているため、合計と一致しない場合があります。 

【純資産変動計算書からわかること】連結ベース 

純資産は、平成２７年度に負債が減少したことなどにより約３０億円増加し、期末純資産残

高は５，０１１億円となっています。 

-9-



（４）平成２７年度連結資金収支計算書（キャッシュフロー計算書） 

資金収支計算書は、地方公共団体における資金収支、つまり資金の流れをあらわす報告書で

す。資金収支計算書は、経常的収支の部、資本的収支の部、財務的収支の部に区分して表示さ

れます。 

行政サービスを行うなかで、毎年度継続的に収入、支出さ
れるもの。
学校、道路などの資産形成や投資、貸付金などの収入、支
出など。

地方債、借入金などの収入、支出など。

１ 経常的収支

●収支の区分

２ 資本的収支

３ 財務的収支

【平成２７年度連結資金収支計算書】 

単位：千円
H26決算 H27決算 増減
17,085,087 16,367,669 ▲ 717,418

１．経常的収支 20,819,799 17,555,212 ▲ 3,264,587
（１）経常的支出 162,640,115 179,980,564 17,340,449
（人件費、扶助費、補助金、他会計繰出金など）

（２）経常的収入 183,459,915 197,535,777 14,075,862
（税収、国県支出金、使用料手数料など）

２．資本的収支 ▲ 14,798,721 ▲ 10,485,578 4,313,143
            退職給付費用（１）資本的支出 18,155,543 14,405,169 ▲ 3,750,374
            その（工事請負費、公有財産購入費、貸付金など）
            維持補修費（２）資本的収入 3,356,822 3,919,591 562,769

（資産売却収入、貸付金元利収入など）
6,021,078 7,069,634 1,048,556

１．経常的収支＋２．資本的収支
３．財務的収支 ▲ 6,738,497 ▲ 5,250,152 1,488,345
（１）財務的支出（公債元金・利子償還金など） 18,483,448 19,611,633 1,128,185
（２）財務的収入（公債発行収入など） 11,744,951 14,361,481 2,616,530

▲ 717,418 1,819,482 2,536,900
16,367,669 18,187,150 1,819,481

当期資金収支額
期末資金残高

期首資金残高

基礎的財政収支（プライマリーバランス）

※記載金額は表示単位未満を四捨五入して表示しているため、合計と一致しない場合があります。

【資金収支計算書からわかること】連結ベース 

① 経常的収支について 

経常的収支は１７６億円の黒字となっています。 

このキャッシュフローの黒字額が小さい場合には財政構造が硬直化していると考えられるた

め、行政活動支出の削減に努めることが必要となります。 
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② 資本的収支について 

資本的収支は１０５億円の赤字となっています。 

本市が採用する基準モデルでは、「経常的収支」と「資本的収支」を合計したものを基礎的財

政収支（プライマリーバランス）と定義しており、一般的にこの額を黒字の範囲内に抑えるこ

とが望ましいと言われています。平成２７年度の基礎的財政収支（プライマリーバランス）は

７１億円の黒字となっており、平成２６年度決算に比べ約１０億円増加しています。 

③ 財務的収支について 

地方債の発行（収入）・償還（支出）のキャッシュフローである財務的収支は５３億円の赤

字となっています。これは、地方債残高の償還が進んでいることを示しています。 

※当期の資金収支額は１８億円の黒字となっています。（平成２７年度に行う事業の財源とな

る平成２６年度からの繰越金３４億円は期首資金残高に含まれており、平成２７年度の収入に

は含まれません。） 
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財務書類からわかる主な指標  （連結ベース） 

（ア）社会資本形成の世代間比率［純資産／（事業用資産＋インフラ資産）］ 

社会資本の整備結果を示す事業用資産及びインフラ資産の合計額のうち、純資産による整備

の割合を示すもので、現役世代によって既に負担された割合を見ることができます。 

【H２６決算】 

単位：億円

純資産 4,981
事業用資産 1,772 ＋ インフラ資産 4,670

＝ 77.3%

【H２７決算】 

単位：億円

純資産 5,011
事業用資産 1,717 ＋ インフラ資産 4,691

＝ 78.2%

社会資本の約８割を現役世代の負担で形成したことになり、将来世代への負担比率は約２割と

なっています。H２７年度は、H2６年度に比べ０．９ポイントの増となりました。 

（イ）純資産比率［純資産／総資産］ 

総資産のうち、返済義務のない純資産の割合を示すもので、企業の財務分析において、財務

の安定性を図る指標として用いられる自己資本比率に相当するものです。 

 【H2６決算】 

単位：億円

純資産 4,981
総資産 6,927

＝ 71.9%

【H2７決算】 

単位：億円

純資産 5,011
総資産 6,908

＝ 72.5%

この純資産比率が高いほど財政状況が健全であると言えます。H2７年度は、H2６年度に比べ

０．６ポイントの増となりました。 
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５．追加情報の注記 
財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項は次のとおりです。 
（1）有価証券等の評価基準及び評価方法 
満期保有目的有価証券     
償却原価法 

  満期保有目的以外の有価証券及び出資金 
   市場価格のあるものについては、年度末日の市場価値に基づく時価法による。 
   市場価格のないものについては、取得原価による。 
（2）非金融資産（固定資産）の減価償却・直接資本減耗の方法 
有形固定資産（事業用資産・インフラ資産）及び無形固定資産ともに定額法を採用 

（3）引当金の計上基準及び算定方法 
  ①貸倒引当金 
   市税や国民健康保険税などにかかる未収金の回収不能による損失に備えるため、一件あた

り１００万円未満の未収金については過去３年間の不納欠損実績により算出し、一件あた
り１００万円以上の個別案件についてはそれぞれ回収可能性を検討して算出し計上。 

  ②賞与引当金 
   賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上。 
  ③退職給付引当金 
   退職給付に備えるため、財政健全化法において将来負担比率を算定する際に用いる、要支

給額方式により算定。 
（4）リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引
については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理による。 

（5）消費税等の会計処理 
 一部の会計及び関係団体を除いて税込み方式による。 

（６）財務書類の表示金額単位 
   千円単位とする。なお記載金額は表示単位未満を四捨五入して表示しているため、合計と

一致しない場合がある。 
（７）売却可能資産 

土地  ２，８０６，９３７千円 
普通財産のうち売却することがすでに機関決定されている土地、または近い将来に売却が
予定されていると判断される土地を計上。 

（８）「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」における将来負担額 
  ただし、将来負担額は、一般会計等（一般会計、母子父子寡婦福祉資金貸付金特別会計、西
大袋土地区画整理会計、公共用地先行取得会計）であり、基準モデルにおける単体ＣＦの対象
会計と異なります。 

一般会計等の将来負担額　 125,734,009 千円
[内訳] 地方債の現在高 75,281,124 千円

債務負担行為支出予定額 8,660,134 千円
公営企業等地方債負担見込額 26,456,715 千円
組合等負担見込額 3,006,817 千円
退職手当負担見込額 5,680,392 千円
第三セクター等負担見込額 6,648,827 千円

95,952,560 千円
[内訳] 地方債償還額等充当基金残高 7,792,813 千円

地方債償還額等充当歳入見込額 11,958,995 千円
地方債償還額等充当交付税見込額 76,200,752 千円

基金等将来負担軽減資産

将来負担比率に関する情報

-13-



単 体 編

-14-



越谷市単体での状況
※記載金額は表示単位未満を四捨五入して表示しているため、合計と一致しない場合があります。

（１）貸借対照表 
単位：千円

H26決算 H27決算 増減 H26決算 H27決算 増減
35,219,245 36,817,904 1,598,659 １．流動負債 14,097,376 13,751,235 ▲ 346,141

（１）資金 8,571,344 9,889,040 1,317,696 （１）未払金 1,060,766 808,175 ▲ 252,591
（２）債権 7,618,534 7,461,461 ▲ 157,073   （２）賞与引当金計 1,137,802 1,180,299 42,497
　　①未収金 7,139,708 6,992,678 ▲ 147,030 11,399,862 11,270,837 ▲ 129,025
　　②貸付金 1,091,730 1,067,481 ▲ 24,249
　　③その他の債権 466 472 6 （４）短期借入金 0 0 0
　　④貸倒引当金 ▲ 613,370 ▲ 599,170 14,200 （５）その他 498,947 491,924 ▲ 7,023
（３）有価証券 0 0 0
（４）投資等 19,029,367 19,467,403 438,036
　　①出資金 1,888,352 1,888,352 0
　　②基金・積立金 16,724,150 17,148,538 424,388 ２．非流動負債 131,230,592 128,797,879 ▲ 2,432,713
　　③その他 416,866 430,513 13,647 （１）地方債 108,875,283 107,505,512 ▲ 1,369,771

（２）借入金 0 0 0
565,599,850 563,035,691 ▲ 2,564,159 （３）退職給付引当金 18,327,501 17,727,356 ▲ 600,145

（１）事業用資産 154,604,989 152,478,367 ▲ 2,126,622 （４）その他 4,027,809 3,565,011 ▲ 462,798
　　①土地 72,487,679 72,445,370 ▲ 42,309
　　②建物 72,719,790 70,450,631 ▲ 2,269,159
　　③その他 9,397,521 9,582,366 184,845
（２）インフラ資産 410,994,861 410,557,323 ▲ 437,538 145,327,968 142,549,114 ▲ 2,778,854
　　①用地 209,220,729 211,694,224 2,473,495
　　②施設 190,837,595 187,167,617 ▲ 3,669,978
　　③その他 10,936,538 11,695,482 758,944
（３）繰延資産 0 0 0

600,819,096 599,853,594 ▲ 965,502 600,819,096 599,853,594 ▲ 965,502

１．金融資産

２．非金融資産

457,304,480

資産合計 負債及び純資産合計

   純資産合計 455,491,127 1,813,353

資産の部

（３）翌年度償還
　　 予定地方債

負債合計
純資産の部

負債の部

（２）行政コスト計算書 
単位：千円

H26決算 H27決算 増減
132,887,781 146,298,158 13,410,377

１．経常業務費用 95,428,526 105,470,801 10,042,275
（１）人件費 23,330,063 23,890,593 560,530
①人件費（給与、職員手当） 9,674,430 9,929,111 254,681
②退職給付費 ▲ 355,250 ▲ 831,608 ▲ 476,358
③その他（共済費、報酬、賃金など） 14,010,883 14,793,089 782,206

（２）物件費 11,075,029 14,129,209 3,054,180
            退職給付費用①消耗品費 4,851,985 7,650,787 2,798,802
            その②維持補修費 1,197,899 1,269,088 71,189
            消耗品費③減価償却費（事業用資産分） 3,837,374 4,119,028 281,654
            維持補修費④その他（修繕以外の需要費、役務費） 1,187,772 1,090,307 ▲ 97,465
            減価償却費（３）経費等 61,023,433 67,450,999 6,427,566
            その①委託費 11,641,671 12,550,554 908,883
         ③②公債費（利子分） 1,907,886 1,731,515 ▲ 176,371
            業務費③その他（賃借料、企業債借入金支払利息など） 47,473,876 53,168,931 5,695,055
２．移転支出 37,459,255 40,827,357 3,368,102
            貸倒引当金繰入（１）補助金等移転支出（補助金、交付金など） 10,504,453 11,037,584 533,131
            その（２）社会保障給付費（扶助費） 19,620,061 21,711,602 2,091,541
         ④（３）その他（繰出金、公課費） 7,334,741 8,078,170 743,429

18,649,119 21,244,846 2,595,727
114,238,662 125,053,311 10,814,649

経常収益（使用料、手数料、諸収入の一部など）
純経常行政コスト[経常費用-経常収益]

経常費用
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（３）純資産変動計算書 
単位：千円

H26決算 H27決算 増減
443,944,813 455,491,127 11,546,314

１．財源変動の部 198,439 3,682,150 3,483,711
（１）財源の使途 ▲ 136,993,389 ▲ 142,835,309 ▲ 5,841,920
①純経常行政コスト（行政コストの財源不足分） ▲ 114,238,662 ▲ 125,053,311 ▲ 10,814,649
②固定資産形成（固定資産（有償取得分）） ▲ 11,250,369 ▲ 7,823,129 3,427,240
③長期金融資産形成（貸付金、基金、積立金） ▲ 2,542,333 ▲ 2,338,762 203,571
④その他（減価償却費（インフラ資産分）など） ▲ 8,962,025 ▲ 7,620,107 1,341,918

（２）財源の調達 137,191,828 146,517,459 9,325,631
            退職給付費用①税収（地方税、地方譲与税など） 51,277,363 53,764,686 2,487,323
            その②補助金等移転収入（国・県支出金） 37,109,026 40,268,798 3,159,772
            維持補修費 48,805,440 52,483,976 3,678,536

２．資産形成充当財源変動の部 21,424,377 7,742,530 ▲ 13,681,847
（１）固定資産の変動（固定資産形成-減価償却費） 9,807,876 7,030,801 ▲ 2,777,075

70,195 400,139 329,944

            業務費 11,546,306 311,591 ▲ 11,234,715

３．その他純資産変動の部 ▲ 10,076,502 ▲ 9,611,327 465,175
            貸倒引当金繰入（１）その他の純資産の変動 ▲ 10,076,502 ▲ 9,611,327 465,175

11,546,314 1,813,353 ▲ 9,732,961
455,491,127 457,304,480 1,813,353

当期変動額
期末純資産残高

期首純資産残高

③その他（保険料、資産売却収入、貸付金等長
期金融資産償還金(元金）など）

（２）長期資産変動の分（長期金融資産形成-長期金
融資産償還収入）
（３）評価・換算差額等の変動（有価証券、土地等再
評価による減少分）

（４）資金収支計算書 
単位：千円

H26決算 H27決算 増減
10,366,185 8,571,344 ▲ 1,794,841

１．経常的収支 13,957,212 12,423,832 ▲ 1,533,380
（１）経常的支出 127,333,362 141,517,628 14,184,266
（人件費、扶助費、補助金、他会計繰出金など）

（２）経常的収入 141,290,574 153,941,460 12,650,886
（税収、国県支出金、使用料手数料など）

２．資本的収支 ▲ 11,156,445 ▲ 7,627,177 3,529,268
            退職給付費用（１）資本的支出 13,695,848 9,865,910 ▲ 3,829,938
            その（工事請負費、公有財産購入費、貸付金など）
            維持補修費（２）資本的収入 2,539,403 2,238,734 ▲ 300,669

（資産売却収入、貸付金元利収入など）
2,800,767 4,796,655 1,995,888

１．経常的収支＋２．資本的収支
３．財務的収支 ▲ 4,595,608 ▲ 3,478,959 1,116,649
（１）財務的支出（公債元金・利子償還金など） 14,294,108 13,445,359 ▲ 848,749
（２）財務的収入（公債発行収入など） 9,698,500 9,966,400 267,900

▲ 1,794,840 1,317,696 3,112,536
8,571,344 9,889,040 1,317,696

当期資金収支額
期末資金残高

期首資金残高

基礎的財政収支（プライマリーバランス）
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